
 

川崎市教育文化会館・市民館市民自主学級開設及び市民自主企画事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域や社会の課題解決に向けた市民の主体的な生涯学習の支援に資

するため、教育文化会館及び市民館（指定管理者が管理を行う市民館を除く。以下「実

施館」という。）が、市民との協働で実施する市民自主学級（以下「市民学級」という。）

及び市民自主企画事業（以下「市民事業」という。）について、必要な事項を定めるも

のとする。 

（内容） 

第２条 この要綱において、市民学級及び市民事業とは、一定の要件を満たす団体又は個

人から事業提案を受け、選定された事業を提案した団体、選定された事業を提案した個

人及び公募によるそれに賛同した者とで構成される企画運営委員会、実行委員会又はこ

れに準ずる組織（以下「企画運営委員会等」という。）に委託して実施する事業をいう。 

（提案団体又は個人の要件） 

第３条 事業提案をできる団体又は個人は、次の要件を満たすものとする。 

（１）団体は、当該行政区内（分館は設置地区内）を主な活動場所とし、５人以上で構成

され、広く入会を受け入れ、民主的に運営されていること。 

（２）個人は、当該行政区（分館は設置地区）に在住・在勤・在学している者であること。 

（３）主たる活動目的が、営利を目的とするもの、特定の政党・政治団体、宗派・宗教団

体の利害に係わるもの、公共の利益に反するものではないこと。 

（４）川崎市社会教育委員会議規則（昭和５２年川崎市教育委員会規則第１号）別表の専

門部会の欄に掲げる専門部会（教育文化会館及び各市民館に限る。）（以下「専門部

会」という。）の委員又は委員が所属している団体ではないこと。 

（５）川崎市暴力団排除条例（平成２４年川崎市条例第５号）第２条第１号に規定する暴

力団、同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等、同条第５

号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接

な関係を有すると認められる者でないこと。 

（６）神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は

第２項に規定する行為をしている者でないこと。 

（７）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が川崎市

暴力団排除条例第２条の各号のいずれかに該当及び同条例第７条に規定する暴力団

員等と密接な関係を有すると認められる者であることを知りながら、当該者と契約を

締結している者でないこと。 

（８）公序良俗に反しない団体又は個人であること。 

（事業の対象） 

第４条 事業は、次の条件のいずれかを満たすものとする。ただし、趣味、スポーツ、レ

クリエーション及び個人の利益に帰結するものは原則として対象としない。 

（１）市民学級は、地域や社会の課題解決に市民自ら取り組んでいくために必要な知識・

情報や、市民同士の論議を深める機会を継続的に学習するものとする。また、市民同

士の協働により、地域における暮らしの質を高め、社会参加を促進することを目的と

した継続的な学習も対象とする。 



 

（２）市民事業は、地域の特性に応じた生涯学習、文化・芸術に関するイベントや様々な

世代・立場の市民の交流の機会提供、市民活動のネットワーク化の働きかけ等、多様

な形態での学習事業を提供するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは対象外とする。 

（１）提案した団体又は個人が現に実施しているもの。ただし、次項の事業の継続を希望

する場合は、この限りでない。 

（２）営利目的及び特定の個人や団体のみが利益を受けるもの 

（３）政治活動又は宗教活動を目的としたもの 

（４）施設等の建設や整備を目的としたもの 

（５）国、地方公共団体又は外郭団体等から当該事業の委託・補助助成等を受けているも 

  の 

（６）公序良俗に反するもの 

３ 事業の継続を希望する場合は、改めて事業の提案を行うこととし、継続する事業内容

に発展性が見られる場合に限り、概ね通算３年度まで実施することができる。 

４ 前項の規定にかかわらず、実施館が次のいずれかに該当していると判断する場合は、

３年度を超えて提案をすることができる。ただし、通算６年度を超えて提案することは

できない。 

（１）これまでの学習成果を活かし、地域における新たな学習活動へ発展することが見込

まれるもの 

（２）これまでの学習成果を活かし、地域の課題解決に取り組む市民活動へ発展すること

が見込まれるもの 

（３）これまでの学習成果を成果物（報告書等）として公表し、地域への活用が見込まれ

るもの 

（４）災害等により、市民学級を開設できなかった及び市民事業を実施できなかったと認

められるもの 

（提案方法） 

第５条 市民学級を提案する場合は、市民自主学級企画提案書（第１号様式）を、市民事

業を提案する場合は、市民自主企画事業企画提案書（第２号様式）を、別に指定された

期日までに実施館の館長に提出するものとする。また、それぞれの事業が、団体による

提案の場合は、次に掲げる第１号から第５号までに規定する書類を、個人による提案の

場合は、第６号に規定する書類を併せて提出するものとする。 

（１）団体の規約（様式自由） 

（２）会員名簿（様式自由） 

（３）前年度の活動報告書・決算書（様式自由） 

（４）今年度の活動計画書・予算書（様式自由） 

（５）団体に関する申出書（第３号様式） 

（６）個人に関する申出書（第４号様式） 

２ 実施館の館長は、提出された書類を確認し、要件を満たさないと判断した場合は、そ

の理由を明らかにし、受理しないことができる。 

（経費） 



 

第６条 委託の対象となる経費は、事業実施に直接要する経費のうち、次の各号のいずれ

かに該当する経費とする。 

（１）報償費 

（２）消耗品費 

（３）印刷製本費 

（４）通信運搬費 

（５）賃借料 

（６）その他実施館の館長が必要と認める経費 

２ 市民学級委託料は、別表に掲げる金額の範囲内とする。 

３ 市民事業委託料は、予算の範囲内とする。 

（事業の決定） 

第７条 実施館の館長は、第５条第１項に規定する企画提案書を受理した場合は、専門部

会で選考し、川崎市社会教育委員会議の承認を得て、提案事業の実施を決定するものと

し、必要に応じて条件を附することができる。事業の選考及び評価の方法は、別に定め

るものとする。 

２ 実施館の館長は、企画提案書を受理した団体又は個人にその結果を結果通知書（第５

号様式）により通知するものとする。 

（再募集） 

第８条 実施館の館長は、前条第２項に規定する通知の後、予算に残額がある場合は、再

募集を行うことができる。 

（事業実施に向けた調整） 

第９条 第７条第１項の規定により実施を決定した事業について、団体と実施館の館長は、

実施館との協働により事業を実施するため、事業の内容、方法、運営、役割分担等に

ついて意見交換、確認等の調整を行うものとする。 

２ 個人については、５人以上の企画運営委員会等を設立した上で、当該企画運営委員会

等と実施館の館長は、実施館との協働により事業を実施するため、事業の内容、方法、

運営、役割分担等について意見交換、確認等の調整を行うものとする。 

（委託契約） 

第１０条 前条による調整を終えた団体又は企画運営委員会等は、川崎市契約規則（昭和

３９年川崎市規則第２８号）により、川崎市と委託契約を締結する。 

２ 実施館の館長は、前条による調整がまとまる見込みがないと認める場合は、事業実施

の決定を取り消し、その理由を提案団体又は企画運営委員会等に通知するものとする。 

（事業の実施期間） 

第１１条 事業は、委託契約締結後から同一会計年度の３月３１日までに実施するものと

する。 

（事業内容の変更等） 

第１２条 事業を実施する団体又は企画運営委員会等（以下「事業実施団体」という。）

は、当該事業の内容を変更しようとする場合又は当該事業を中止しようとする場合は、

速やかに、実施館の館長に市民自主学級・市民自主企画事業計画（変更・中止）承認申

請書（第６号様式）により申請し、承認を受けなければならない。 



 

２ 実施館の館長は、前項の規定により申請を受けたときは、市民自主学級・市民自主企

画事業計画（変更・中止）承認申請結果通知書（第７号様式）により、当該申請を行っ

た事業の諾否の決定について通知するものとする。 

（調査の実施及び指導、助言） 

第１３条 事業実施団体は、実施館の館長から当該事業の実施状況の調査の求めがあった

場合には、要求に応じ調査への協力、報告を行わなければならない。 

２ 実施館の館長は、前項の調査又は報告の結果、必要に応じて指導又は助言を行うこと

ができる。 

（実施報告） 

第１４条 事業実施団体は、事業が完了したときは、速やかに、市民自主学級・市民自主

企画事業実施報告書（第８号様式）及びその他必要な書類を実施館の館長に提出しなけ

ればならない。 

２ 事業実施団体は、実施館の館長の求めに応じ、生涯学習交流集会等で実施報告を行わ

なければならない。 

（書類の整備等） 

第１５条 事業実施団体は、事業に係る収入及び支出を明らかにするため、会計処理に係

る帳簿等を備えるとともに、収入及び支出についての証拠書類を整備保管して置かなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する帳簿等及び証拠書類は、当該事業の完了する日の属する会計年度の翌

年度から５年間保存しなければならない。 

（情報公開等） 

第１６条 実施館の館長は、第５条の規定により提出された市民自主学級企画提案書又は

市民自主企画事業企画提案書について、当該事業の名称、概要及び当該事業を提案した

ものの名称等について、公表することができるものとする。 

２ 第７条第１項の規定により採用した事業については、前項の規定に加え、市民自主学

級・市民自主企画事業実施報告書等について、公表することができるものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、川崎市情報公開条例（平成１３年川崎市条例第１号）で

定める不開示情報は、公表しないものとする。 

（個人情報の取扱い） 

第１７条 事業実施団体は、事業の運営に当たり個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）に規定する個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱う場合は、

個人情報の保護を図るため、次に掲げる事項を遵守し、個人情報の漏えい、改ざん、滅

失、毀損その他の事故等を防止するための必要な措置を講ずることにより、個人情報に

ついて適正な維持管理を行わなければならない。 

（１）個人情報を目的以外に利用しないこと。 

（２）個人情報を主催者以外の者に提供しないこと。 

（３）個人情報の複製をしないこと。 

（４）個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損等が発生した場合は、速やかに、実施館の

保有個人情報等管理責任者に報告し、その指示に従うこと。 

（委任） 



 

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、実施館の館長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１２月１５日から施行する。 

（関係要綱の廃止） 

２ 川崎市教育文化会館・市民館市民自主学級開設要綱（平成１６年４月１日施行）及び

川崎市教育文化会館・市民館市民自主企画事業実施要綱（平成１６年４月１日施行）は

廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱実施前、旧要綱により実施した市民学級及び市民事業については、この要綱

の相当規定に基づいてなされたものとみなす。 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、令和５年４月１日前に契約を締結したものについては、適用

しない。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年７月１１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、

必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第６条関係） 

 回数（１回２時間換算） 委託料 

短期学級  ５回～ ９回 75,000円 

長期学級 １０回～１５回 150,000円 

短期学級保育謝礼  20,000円 

長期学級保育謝礼  40,000円 

 


